
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2022年度 事 業 報 告 書

些」主左塑 [蛭週墜 人_艶」こ:国L曲週L匹里

1 事業の成果

シンポジウムや講座・講演会の開催、ウェブメディアにおける発信、資料作成等により、「事故による

子どもの傷害予防」活動を広く社会に周知し、安全な社会づくりに寄与することができた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 7,819,175円 )

定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(円 )

子 どもの事

故予防に関

す る啓発活

動

1)講座運営

小学生向け安全授業

2022`年110

月～2022

年 12月

香川県

善通寺

市

2人

香川県善

通寺市立

小学校 5

年生

約 300人 318,705

2)啓発資本判乍成

各種資料作成
通年

団体事

務所等
5人

一般市民

等
約 20,000人 317,748

3)講演・講座等

講演、講座、Yah∞ !

ニュース (個人)、 ヨ

ミドクター等のウェブ

サイ ト等における啓発

活動

通年 全 国 5人

保育士、

看護師等

および一

般市民等

約 50,000人 0

4)プラットフォーム

構築・ 運営
「こどものケガを減ら

すためにみんなをつな

ぐプラットフォーム

Satt Kids」 の構築お

よび運用

2022`年13

月 26日

オンラ

イン
5人

学校教職

員及び一

般市民等

約 3(Ю 万人 5,661,001



5)取材対応

子どもの傷害予防に関

する取材への対応

通年 全 国 5人 一般市民 約 100万人 0

子どもの事

故予防に関

する調査分

析

窒息、転落、溺れ、交

通事故等に関する調

査・分析

通年
団体事

務所等
5人 一般市民 約 30,000人 106,549

子どもの事

故予防に関

する国際連

携

Satt Kids Hawa� 等
との協働

2022`年 111

月 -́2023

年 3月

アメリ

カ・ハ

ワイ

州、オ

ンライ

ン

5人

研究者等

および一

般市民等

約 2,000人 4,180

その他 目的

を達成す る

ために必要

な事業

1)国内連携活動
「子どもの傷害予防全

国ネットワーク会議」
の開催、企業やその他

団体との協働

通年
団体事

務所等
5人

一般市民

および会

員

約 200人
1,032,651

2)会員活動等

①会員総会

②会員活動支援

①総会

2022年

5月 20日

オ ンラ

イン
6人 会員 約 150人

378,341

②

通年

団体事

務所等
5人 △ 昌

1バ只 約 150人

(2)その他の事業

行わなかった。

(事業費の総費用 【  0  】千円)



書式等 13号 〔注筆 2ネ 粂閥:係 )

2022年度 活動計算書 (そ の他事業が上墜場合)

特定非営利活動法人 Safe Kids Japan

事 業 報 告 用

科 目 金  額 小計・合計

226,000

1,600,000

1,326.000

212,388

212,388

2,310,001

2,310,001

2,790,690

2,790,690

15

29.856

29,871

7.168,950

ζA

経 常 収 益 計

12,45()

12,450

17,688

6,898,681

88,829

13,764

407,730

15,480

329,640

三二,000

4,070

7,793

1.050

7.306,725

7,819,175

100,000

1,599,960

16.888

1,716.848

10,880

528,783

82,790

13,132

2,200

925,735

2.642,633

経 常 費 用 計 10.461.808

【A】 ― 【B】  ・・・① -3,292,858

【C

経 常 外 収 益 計

【D

経 常 外 費 用 計

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】 ・・・〈

-3.292.358

1.011.255

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ③-0+⑤

税

-2.281,603

経 常 春

正会員受取会費

賛助会員受取会費

受取寄附金

受取寄附金

受取助成金等

受取利息

nl l饉 壺

(2)その他経費

書識費

外注費

旅費交通費

交際費

通信運搬費

印刷製本費

消耗品費

議会責

議蘭図書費

支払手数料

雑 給

給料手当

交際費

支払手数料

水道光熱費
働●壼告

保険料

租税公課

収 益

固定資産売却益

.響  日

固定資産売却損

当 妹 財 産 増 減 額 ①+② ・ -0
法人税、住民税及び事業税 ・・・④



書式第 15号 (法第 28条奏係)

2022年度 貸借対照

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 Safe Kids Japan

科 目 金  額 小計 "合計

【A】 資 産 の 部

35,308

73,408

285,726

21,000

10,000

60,361

485,803

485,803

Ａ
Ｖ

0

0

0

ｎ

ｖ

【A】 資 産 合 計 ①+② 485,803

【B-1】 負 債 の 部

負 債 合 計 ③+④

2,767,406

2,500,000

50,000

211,406

6,000

2,767,406

0 0

ｎ

Ｖ

2,767.406

IB-2】 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計

1,011,255

-3,292,858

…2,281,603

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 485,803



16 28

2022年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

重要な会計方針

計算書類の作成は、PO会計基準 (2010年7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 PO法人会計基準協議会)

によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産はありません。

(2)固定資産の減価償却の方法

固定資産はありません。

(3)引 当金の計上基準

引当金はありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスは受けていません。

(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)人件費

給料手当

外注費

退職給付費用

福利厚生費

租税公課

人件費計
(2)その他経費

会議費

水道光熱費

地代家賃

その他 目的

を達成する

ために必要

な事業

事業部門計 管理部門 合計科 日

子どもの事

故予防に関

する啓発活

動

子どもの事

故予防に関

する調査分

析

子どもの事

故予防に関

する国際連

携

212388

2310001

2790690

1826000

29871

1826000

212388

2310001

2790690

29871
ｎ

〉 5313079 1855871 71689505313079 0 ｎ

〉

6898681

2200

12450 12450

6898681

2200

1699960

16888

1050

1712410

6898681

16888

3250

1717898 86312296900881 12450 ｎ

Ｖ

＾
υ 6913331

82790

2881)lC)0

17688

82790

288000

17688 17688

特定非堂利活動法人 Safe上国主」]盟L……………

212388

2310001

2790690



旅費交通費

通信運搬費

交際費

印刷製本費

消耗品費

手数料

その他

84649

407730

15480

329640

7793

13764

24920

88829

407730

13764

15480

329640

′
`ヨ

●

10880

528783

88829

407730

24644

15480

329640

0,,■
'ゆ `り

4180

０

′

Ｆ
Э

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

施設の提供等物的サービスの受け入れはありません。

4.使 途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄障金等はありません。

固定資産の増減内訳

固定資産はありません。

借入金′F)増減内訳

借入金はありません。

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引はありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要

な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当及び旅費交通費については、従事割合に基づき

按分 してヽヽます。

その他の事業に係る資産の状況

その他の事業は行なっていません。

＾

）

７

，

8

845292 ｎ

Ｖ 4180 56372 905844 924735 1830579

7746173 12450 4180 56372 7819175 2642633 10461808

▲2433094 ▲ ▲4180 72 ▲ 786. ▲ 3292858



書式第 17号 (法第 28条関係)

2022年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 Safe Kids Japan

科 目 金  額 ′]ヽ   言十 合  計

【A の

35,308

285,726

73,408

485,803

21,000

10,000

60,361

0

0

485,803

0

0

【A】 資 産 合 計 ①+② 485,803

【 -1

2,500,000

50,000

211,406

6,000

2,767,406

2.767.406

Ａ
Ｖ

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 2,767,406

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 -2.281,603

1

現金預金

手元現金

ゆうちょ銀行普通預金

三井住友銀行銀行普通預金

未収金

未収金

前払費用

仮払金

棚卸資産

販売用寄附物品

2

(1)有形固定資産

(2)無形固定資産



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2022年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 Safe Kids Japan

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□ 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□ 各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)

氏   名

睡憂卜監事
ヤマナカタツヒロ 2022年■月1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日山中 龍宏

０
４ ・監事

カトウヒトシ 2022年4月 1日

2023年 3月 31日

年1  月  日

年 月 墨賀藤 均

０
０ 睡憂]・

監事
*l *'z'<*= 2022年4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年奥山 員紀子

五

４ 睡憂卜監事
フジフラタケオ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日藤原 武男

ｒ
Э 睡憂卜監事

ニシダヨシフミ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年 月 日西田 佳史

ρ
０ 睡憂]・

監事
オオノミキコ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

年 日大野 美喜子

７

‘ 睡壷]・ 監事
キタムラコウジ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年1  月   日

年  月  日北村 光司

０
０ 睡憂]・

監事
モトムラヨウイチ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日本村 陽一

Ｑ

υ 理事。匡∃
モリヤマテツ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

2022年 4月  1日

2023年  3月  31日森山 哲



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 Sa偽 ]Kids Japan

氏   名

山中 龍宏

2 賀藤 均

3 奥山 員紀子

4 藤原 武男

5 西田 佳史

6 大野 美喜子

7 北村 光司

8 本村 陽一

9 森山 哲

10 太田 由紀枝

11

12


